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研究成果の概要（和文）：女性就業率が経済発展とともに長期的にどう変化するかを分析する枠組みを考案し
た。その枠組みを日本のデータに適用し、女性就業率の地域差が経済発展段階にどのように推移したかを分析し
た。女性就業率は1940年から現在にかけての日本の経済発展段階で、その地域差が縮小した。1982年から2012年
の間のマイクロデータを用い、女性就業率の地域差の縮小の要因を検討し、1980年代以降の地域差の縮小の多く
の部分が、人口学的属性（配偶関係・子どもの有無）の構成変化で説明でき、その割合は大卒以外の女性で特に
大きいことがわかった。言い換えると、晩婚化と少子化が、女性就業率の地域差を縮小させたことになる。

研究成果の概要（英文）：In this project, I build a framework to analyze the long-term changes in 
female participation rates during the course of economic development. Then the framework is applied 
to long-term data of Japan. I first demonstrate that the regional variations of female participation
 shrank over time: this pattern is confirmed by both the aggregate data of Census and the Employment
 Status Survey (ESS). Then using the microdata from the ESS, I show that the compositional changes 
in marital status and fertility account for the large fraction of convergence. In other words, the 
delay in marriage and the lowering fertility have had an effect to compressing regional differences 
in female participation.

研究分野：労働経済学
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１． 研究開始当初の背景 
一部の先進国においては、一国内の女性
就業率には、男性の就業率よりもずっと
大きな地域差があることがわかってい
る。例えば日本では、47 都道府県の就
業率の標準偏差を男女で比較すると、女
性のそれは男性の 3 倍の大きさである。
この研究では、研究代表者が行ってきた
女性就業の地域差に関する研究手法を
参考にしながら、経済発展段階において
女性就業率の地域差がどのように変化
するのかを検討する。そのために、発展
途上国におけるデータや日本の経済発
展段階におけるデータを用いて女性就
業率の地域差について分析する。 

 
２． 研究の目的 
男性就業率と比べて大きな地域差が存
在する女性就業率について、その要因を
明らかにし、その含意について検討する。
特に、経済発展段階に産業構造や学歴、
人口学的属性が変化する過程において、
女性就業率とその地域差がどのように
変化するか、を理解することで、発展途
上国等における女性就業について理解
する枠組みを考案する。 

 
３． 研究の方法 
利用可能な集計データやマイクロデー
タを用い、地域差を計測する。日本の経
済発展段階（1940年から 1980年まで）
をカバーするデータとして利用可能で
あるのは、国勢調査の集計データである。
そのデータを用いた分析では、産業別の
就業率を計算し、それによって産業構造
の変化が就業率の地域差をどのように
変えたのかを検討した。しかし、集計デ
ータでは、長期にわたって配偶関係・子
どもの有無別の女性就業率のデータを
得ることはできない。そこで就業構造基
本調査の 1982 年から 2012 年までのマ
イクロデータを用いて、属性別の就業率
を地域別に集計し、属性別に地域差の大
小を比較する。さらに人口全体に占める
属性（配偶関係・子どもの有無）別の割
合、および属性を固定したもとでの就業
率の変化を比較して、属性の変化がどの
程度就業率の変化を説明するのかを計
測する。 

 
４． 研究成果 
女性の就業率には大きな地域差が存在
している。日本は女性の就業率が低いと
考えられているものの、2010 年国勢調査
に基づくと日本国内の地域間の、25-54
歳の女性就業率の差は、ヨーロッパの
国々と米国の違いと同程度の違いがあ
る。すなわち、国際間で女性就業率の差
は大きいと考えられているものの、2010
年時点で日本国内の地域間で存在する

地域差は、国別の違いと同程度に大きい。
しかし、長期間のデータを検討すると、
過去の時点の地域差は現時点のそれよ
りも大きかったことがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
上記の図は、日本の全都道府県を 5つの
地域に分けたうえで（ここで 5地域の区
分は以下のとおりである：①東京、②日
本海側地域（山形・新潟・富山・石川・
福井・鳥取・島根）③大都市地域（埼玉・
千葉・神奈川・京都・大阪・兵庫・愛知）、
④大都市圏以外で女性就業の低めの地
域（北海道・青森・宮城・茨城・栃木・
群馬・山梨・静岡・三重・滋賀・奈良・
和歌山・岡山・広島・山口・香川・愛媛・
福岡・長崎・大分・鹿児島・沖縄の、22
道県）、⑤それ以外）、それぞれの地域に
ついて、1930年から 2010年までの国勢
調査に基づき、25-54歳の女性就業率の
推移を示したものである。横軸は西暦で
の年を表しており、縦軸は上記 5地域で
の女性の就業率を示している。赤い縦の
線は、1982 年に対応しているが、この
年以降については、就業構造基本調査の
マイクロデータを用いた分析が可能で
ある。このように、1930 年以降、女性
就業率の地域差は縮小している。とりわ
けそれは、東京や都市部において低かっ
た就業率が、時間とともに大きく上昇す
る一方で、地方部での女性就業率は都市
部ほど大きくは上昇せず、地域差が縮ま
ったという実態がある。そこでこの地域
差の縮小がなぜ起きたのかを検討した。 
 1980 年代以前については、集計デー
タを用いた。その間に起きたことは、地
方部で農業での就業が減少したことで
ある。農業では、女性が働くことは一般
的であり、農業が 20 世紀半ばから後半
に縮小したことが、地方における女性の
就業率を低下させた。東京都は 20 世紀
半ばであっても、農業での就業はすでに
少なかったのでそれが減る余地は少な
かったが、地方においてはそれが大幅に
減少した。この時、農業での就業の低下
が、製造業やサービス業での就業の増加
を伴うのであるが、そのうち製造業の増



加は、日本海側で特に大きかったことが
示された。さらに、このような変化は、
より若いコーホートがより高齢のコー
ホートと比較して、新しく雇用が増えた
産業に移動することによって起こって
おり、中高齢の労働者が産業間を移動す
ることの影響は大きくないことが示さ
れた（安部 由起子 “日本における女
性就業の地域差”下記雑誌論文欄［2］） 
 集計データでは、学歴・配偶関係・子
どもの有無別に女性就業率の地域差を
比較することは困難である。そこで就業
構造基本調査のマイクロデータを用い、
学歴・配偶関係・子どもの有無別に就業
率の地域差を計測した。その結果、女性
就業率が都市部において低く地方部に
おいて高いというパターンは、有配偶女
性や子どもを持つ女性についてみられ
るが無配偶女性には見られないこと、ま
た正規雇用には地域差が大きいが非正
規雇用には小さいこと、学歴・配偶関
係・子どもの有無を固定すると、女性就
業率の地域差は縮小していないこと、が
わかった。すなわち、全体としてみれば
上記の図にあるように、女性就業率の地
域差は縮小しているのであるが、属性を
固定したもとではそのような縮小はみ
られない。未婚化や晩婚化によって、無
配偶女性の割合が高まり、子どもを持つ
女性の割合が低くなったことによって、
就業率の地域差が小さいグループ（無配
偶女性）の人口における割合が高まる一
方で、地域差の大きなグループ（子ども
をもつ女性）の割合は低下した。そのよ
うな配偶関係や子どもの有無に関する
構成変化のために、全体としては上記の
図のような地域差の縮小が生じている
という結論を導いた。具体的には、1982
年から 2012 年にかけての就業率の地域
差の縮小のうち、配偶関係・子どもの有
無の構成変化による部分は、高卒・短大
卒の女性については 81％、大卒女性につ
いては 54%であることが分かった。 
このような形で、長期の女性就業率の
変化のどの程度が、配偶関係や子どもの
有無の構成変化によって説明でき、どの
程度が就業行動の地域差の縮小による
のかを分析する枠組みを作ることがで
きたので、これを発展途上国等のデータ
に応用することが可能である。 
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